
 

 
 
 
 
 
 

令和４年調査の概況 

（令和３年度決算実績） 
 

The general condition of the 2022 Basic Survey 

(Settlement of Accounts for Fiscal 2021) 
 
 
 
 
 
 

本調査の母集団企業数は、3,367,155 企業。この母集団企業数は、事業所母集団データベー

ス（令和２年次フレーム）による中小企業数。 
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  中小企業（法人企業）の経営指標 

・ 経営効率を示す指標である自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）は８．２９％で、前年度より０．

８８ポイント高い。 

・ 企業の経常的な事業活動による収益性を示す指標である売上高経常利益率は４．２６％で、前

年度より１．００ポイント高い。 

・ 総資本が効率的に活用されているかを示す指標である総資本回転率は０．９８回で、前年度よ

り０．０１ポイント高い。 

・ 財務の安定性を示す指標である自己資本比率は４０．１３％で、前年度より０．９３ポイント

高い。 

 

経営指標の算出式及び全産業加重平均値 

観点 経営指標名 算出式 

令和元年度 

全産業 

加重平均値 

令和２年度 

全産業 

加重平均値 

令和３年度 

全産業 

加重平均値 

A.総合力 
（１）自己資本当期純

利益率（ＲＯＥ） 

当期純利益÷純資産

×１００ 
7.35(％) 7.40(％) 8.29(％) 

B.収益性 
（２）売上高経常利益

率 

経常利益÷売上高

×１００ 
3.56(％) 3.25(％) 4.26(％) 

C.効率性 （３）総資本回転率 
売上高÷総資本（総資

産） 
1.05(回) 0.97(回) 0.98(回) 

D.安全性 （４）自己資本比率 
純資産÷総資本（総資

産）×１００ 
43.80(％) 39.21(％) 40.13(％) 

E.健全性 （５）財務レバレッジ 
総資本（総資産）÷純

資産 
2.28(倍) 2.55(倍) 2.49(倍) 

F.生産性 （６）付加価値比率 
付加価値額÷売上高

×１００ 
24.85(％) 25.54(％) 26.93(％) 

（注１）付加価値額（令和３年度） 

＝（売上原価のうち労務費、動産・不動産賃借料、減価償却費） 

＋（販売費及び一般管理費のうち人件費、動産・不動産賃借料、減価償却費、租税公課） 

＋（営業外費用のうち支払利息・割引料）＋経常利益 

＋能力開発費(従業員教育費) 

    付加価値額（令和２年度以前） 

＝（売上原価のうち労務費、減価償却費） 

＋（販売費及び一般管理費のうち人件費、地代家賃、減価償却費、租税公課） 

＋（営業外費用のうち支払利息・割引料）＋経常利益 

＋能力開発費（従業員教育費） 

（注２）全産業加重平均値とは、各費目の中小企業全体の合算値を用いて計算したものである。 

（注３）産業大分類別の経営指標については、集計表第１０－１表参照。 

（注４）桁数の関係で前年度差は、次ページ以降のグラフの値で計算する場合と一致しない場合がある。 

  














